
物価_2

（単位：千円）

電話番号 既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス 既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

合計 521,498 521,498 146,294 370,090 5,114 0 0 0 0

　

差

押

禁

止

法

の

対

象

範

住民税均等割非課税世帯への
支援

（低所得枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

住民税非課税世帯支
援臨時特別給付金

（物価高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 375,204 375,204 0 370,090 5,114 0 0 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　5287世帯×70千円
事務費　　5114千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用
料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（5287世帯）

－ ○ － R6.1 R6.3 対象世帯に対して令和6年1月まで
に支給を開始する

ホームページ 対象分野に関連しない R5補正（地）

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
社会福祉施設等物価
高騰対策支援事業

（物価高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

22,530 22,530 22,530 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市内社会福祉施設
等が安定的なサービスの提供を支援することを目的とする。
②補助金
③光熱水費高騰分
　　・入所系　12,000円×891人＝10,692,000円
　　・通所系　140,000円×25事業所＝3,500,000円
　　・訪問系　50,000円×25事業所＝1,250,000円
　食材費高騰分
　　・入所系　6,500円×891人＝5,791,500円
　　・通所系　2,200円×589人＝1,295,800円
　　　計　22,529,300円
④市内介護サービス事業所等

－ － － R6.1 R6.3 申請に対する支給率：100% HP
介護サービス事業所・施
設等

R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童福祉施設物価高
騰対策支援事業（物

価高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

1,700 1,700 1,700 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市内児童福祉施設
等が安定的なサービスの提供を支援することを目的とする。
②補助金
③保育所・認定こども園　　300,000円×2事業所＝600,000円
　 認可外保育所　　　　　　 150,000円×1事業所＝150,000円
　 放課後児童クラブ　　　　150,000円×5事業所＝750,000円
　地域子ども・子育て支援拠点センター　100,000円×2事業所＝200,000円
④市内児童福祉施設等

－ － － R6.1 R6.3 申請に対する支給率：100% HP
保育所・幼稚園・認定こど
も園等

R5補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費負担軽減
事業（物価高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

2,231 2,231 2,231 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の中、これまでどおり栄養バランスや量
を保った学校給食を維持できるよう、食材費に係る高騰分の一部を助成すること
で子育て世帯の負担軽減を図る。
②補助金
③学校給食食材費補助
　小学校　1,310人×20円×51日×1.08＝1,443,096円
　中学校　　715人×20円×51日×1.08＝787,644円
　計　2,230,740円
④子育て世帯

－ － － R6.1 R6.3
物価高騰対策として、子育て世帯へ
学校給食に係る増額分助成
生徒数：2,025人

HP 給食 R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
水産業物価高騰対策
事業継続支援事業

（物価高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
100,733 100,733 100,733 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている水産業者に対して、
高騰している餌料経費の一部を助成することにより経営の安定化と事業継続を図
る。
②補助金
③マグロ養殖業　23事業者×1,500,000円＝34,500,000円
　アナゴ籠漁業　40業者×1,065,000円＝42,600,000円
　延縄漁業　　　100業者×26,400円＝2,640,000円
　ブリ延縄漁業　100漁業者×207,300円＝20,730,000円
　事務取扱手数料　　263件×1,000円＝263,000円
④水産業者

－ ○ － R6.1 R6.3 申請に対する支給率：100% HP 農林水産・食品分野 R5補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
繁殖農家経営頭数維
持支援事業（物価高

騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
15,700 15,700 15,700 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰禍において、長期的な肉用牛の子牛価
格の低迷が続いており、畜産経営に大きな影響を受けている繁殖農家に対して、
緊急的な支援を行うことで、畜産経営の事業継続と安定化を図る。
②補助金、役務費
③給付金　290頭×54,000円／頭＝15,660,000円
　事務取扱手数料　40件×1,000円＝40,000円
④畜産農家

－ ○ － R6.1 R6.3 申請に対する支給率：100% HP 農林水産・食品分野 R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校施設等物価高騰
対策支援事業（物価

高騰分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも更
に効果があると
判断する地方単

独事業

今般のコロナ禍やエネル
ギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受ける中
で、児童・生徒が毎日の
生活を送る場である小中
学校において、光熱費高
騰の影響に関わらず、適
切に空調等を使用して体
調不良になることを防ぎ、
児童・生徒の体調管理を
図ることは最も重要である
ため、推奨事業メニューよ
りも更に効果があると考え
ます。

3,400 3,400 3,400 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市内小中学校・幼
稚園における電気料高騰分を支援する。
②需用費
③小学校：1,180,000円
　　中学校：1,910,000円
　　幼稚園：310,000円
④市内小中学校・幼稚園

－ － － R5.4 R6.3

市内小中学校等における電気料高
騰分を助成
小学校：16校
中学校：10校
幼稚園：3園

HP 対象分野に関連しない R5当初（地）

16 0 0
20 0 0
21 0 0

⑨を選択した場合、よ
り効果があると考える

理由
総事業費

Ｂ Ｃ
備考1

(重点支援地方交付金の
追加を踏まえた各省庁
の通知の発出状況に定
義されている対象分野)

自治体での予算区分
個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

実施状況の公表等
について（HP,広報

紙など）
交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業
者等支援

Ｂ２ Ｂ３

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）
13,465                                                                

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                       

総務省 交付限度額計 577,710                                                              

-                                                                      
本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る
希望額）

3,938                                                                 

356,227                                                             
本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）
交付限度額④に係る希望額）

194,080                                                              

-                                                                      
本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①

に係る希望額）
小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

10,000                                                                

-                                                                      
本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る
希望額）

-                                                                       

253,456                                                             自動計算分 -                                                                       

5,114                                                                手動入力分 10,000                                                                

97,657                                                              

-                                                                      

-                                                                      

-                                                                      

-                                                                      

-                                                                      

97,657                                                              

9,052                                                                 

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥ 0 国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）

194,080                                                              

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

13,465                                                                

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和●年●月通知分）

-                                                                       

9,052                                                                 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④ 0 -                                                                      国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

-                                                                       

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤ 0

担当者氏名 築城　貴憲 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③ 5,114 -                                                                      国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

-                                                                       

担当部局課名 しまづくり推進部政策企画課 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額② 370,090                                                                       - 小計　交付限度額② 253,456                                                              

42209

交付対象経費
(地方単独事業費)

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額① 146,294 5,114 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

地方公共団体名 対馬市 taka-tsuiki@city.nagasaki.lg.jp 253,456 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 長崎県 0920-53-6111 0 国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年11月通知分）

107,657

253,456

都道府県・市町村コード（５桁）


